
国立障害者 リハビリテーションセンター自立支援局別府重度障

害者センターで使用する電力の供給

入 札 説 明 書

(最低価格落札方式)

平成 23年 2月 22日

国立障害者 リハ ビリテーシ ョンセ ンター 自立支援局別府重度障害者セ ンター



国立障害者 リハ ビリテーシ ョンセンター 自立支援局別府重度障害者センターの調達契約

(国立障害者 リハ ビリテーションセンター 自立支援局別府重度障害者センターで使用する電

力の供給)に 係 る公告 (平成23年3月8日付)に 基づ く入札等については、政府調達に関する

協定 (昭和55年条約第14条)、 会計法令に定めるもののほか、この入札説明書によるものと

する。

1 契 約担当官等

分任支出負担行為担当官

国立障害者 リハ ビリテーションセンター自立支援局別府重度障害者センター

庶務課長 鬼 塚 岡1博

◎ 調 達機関番号 017

◎ 所 在地番号  44

2 調 達内容

(1)品 目分類番号 23

(2)調 達件名及び数量

国立障害者 リハビリテーションセンター自立支援局別府重度障害者センターで使用す

る電力の供給

契約電力  288kw

予定使用電力量  810,096kWh

(3)調 達件名の特質等

別添仕様書による。

(4)契 約期間

自 平 成23年6月 1日

至 平 成24年3月31日

(5)需 要場所

大分県別府市南荘園町 2組

国立障害者 リハ ビリテーションセンター自立支援局別府重度障害者センター

(6)入 札方法

① 入 札者は、調達件名の本体価格のほか、業務の履行に要する一切の諸経費を含め契

約金額を見積もるものとする。

② 入 札金額については、各社において設定する契約電力に対する単一の単価及び使用

電力量に対する単価を記載すること。 (小数点以下を含むことができる。)

③ 落 札者の決定は、上記入札金額にしたがつて計算 した総価で行 うので、当該金額を

上記の単価 と併せて記載すること。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載され

た金額に当該金額の5パーセン トに相当する額を加算 した金額 (当該金額に1円未満の

端数がある時は、その端数金額を切 り捨てた金額とする。)を もつて落札価格 とする

ので、入札者は、消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見

積もつた契約金額の105分の100に相当する金額 (当該金額に1円未満の端数がある時は、

その端数金額を切 り捨てた金額とする。)を 記載 した入札書を提出しなければならな
い 。

(7)入札保証金及び契約保証金 免 除

3 競 争参加資格

(1)予算決算及び会計令第70条及び第71条に規定される次の事項に該当する者は、競争に

参加する資格を有さない。



① 当 該契約を締結する能力を有 しない者 (未成年者、被保佐人又は被補助人であつて

も、契約締結のために必要な同意を得ている者を除く)及 び破産者で復権を得ない者

② 以 下の各号のいずれかに該当し、かつその事実があった後2年を経過 していない者

(これを代理人、支配人その他の使用人 として使用する者についてもまた同じ)

(ア)契 約の履行に当た り故意に工事若 しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若 しく

は数量に関 して不正の行為をした者

(イ)公 正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害 し若 しくは不正の利益を得るた

めに連合 した者

(ウ)落 札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者

(工)監 督又は検査の実施に当た り職員の職務の執行を妨げた者

(オ)正 当な理由がなくて契約を履行 しなかった者

(力)前 各号のいずれかに該当する事実があつた後2年を経過 しない者を、契約の履行に

当た り、代理人、支配人その他の使用人として使用 した者

(2)次 の事項に該当する者は、競争に参加 させないことがある。

(ア)資 格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実を記載 した者

(イ)経 営の状況又は信用度が極度に悪化 している者

(3)平 成22・23・24年度厚生労働省競争参加資格 (全省庁統一資格)に おいて、九州 。沖

縄地域で、 「物品の製造」または 「物品の販売」で 「A」 、 「B」 又は 「C」 等級に格

付けされている者であること。

なお、競争参加資格審査に関する問い合わせ先は、次のとお り。

〒874-0904 大分県別府市南荘園町 2組

国立障害者 リハ ビリテーションセンター自立支援局別府重度障害者センター庶務課

TEL 0977-21-0181

FAX 0977-21-2794

(4)別紙4に定める書類を提出した者で、契約担当官等において審査 し、合格 と認められた

者であること。 したがって、未提出の者及び不合格 となつた者 (不合格通知受理者)に
ついては、この一般競争には参加できない。なお、上記書類は平成23年3月8日 (火)17

時00分までに提出すること (郵送の場合は期 日必着のこと)。 合格者に対 して特に通知

は行わないが、不合格の場合3月14日 (月)ま でに電話等で通知の上、後 日不合格通知書

を郵送する。

4 入 札書の提出場所等

入札書は、電子入札システムにより提出するものとする。ただ し、紙により入札の参加

を希望する場合には、別紙3-1により3月8日 (火)17時 00分までに申し出ること。このとき

別紙3-2の 「紙入札業者登録用紙」を併せて提出すること。また、電子入札システムによる

入札の場合には、当該システムに定める手続に従い、提出期限までに入札書を提出 しなけ

ればならない。なお、入札者は、その提出した入札書の引換え、変更又は取消 しをするこ

とはできない。

(1)電 子入札システムにより入札を行 う場合

入札書の提出期限

平成23年3月22日 (火)15時 00分

(電子入札システムに到着するよう提出すること。なお、電子入札システムにより応

札する場合には、通信状況により提出期限時間内に電子入札システムに入札書が到着

しない場合があるので、時間の余裕をもつて行 うt)のとする。)

(2)紙 により入札を行 う場合

① 入 札書の受領期限

平成23年3月22日 (火)15時00分



(郵送の場合は受領期限の前日までに到着するように送付 し、かつ、受領の確認を

する必要がある。)

② 入 札書の提出場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先

〒87年0904 大分県別府市南荘園町 2組

国立障害者 リハビリテーションセンター自立支援局

別府重度障害者センター庶務課 佐 藤美紀 TEL 0977-21-0181

③ 入 札書の提出方法

入札書は別紙1-1、別紙1-2の様式にて作成 し、直接に提出する場合は封筒に入れ封

印し、かつその封皮に氏名 (法人の場合はその名称又は商号)、 宛名 (国立障害者 リ
ハビリテーションセンター自立支援局別府重度障害者センター分任支出負担行為担当

官殿 と記載)及 び 「平成23年3月23日開札 [国立障害者 リハビジテーションセンター自

立支援局別府重度障害者センターで使用する電力の供給]の 入札書在中」と朱書きし

なければならない。

④ 郵 便 (書留郵便に限る。)に より提出する場合は、二重封筒とし、表封筒に 「平成

23年3月23日開札 [国立障害者 リハビリテーションセンター自立支援局別府重度障害者
センターで使用する電力の供給]の 入札書在中」の旨朱書きし、中封筒の封皮には直

接に提出する場合と同様に氏名等を記 し、上記4(2)②宛に入札書の受領期限までに送

付 しなければならない。なお、電報、ファクシミリ、電話その他の方法による入札は

認めない。

(3)入札の無効

① 本 入札説明書に示した競争参加資格のない者、入札条件に違反 した者又は入札者に

求められる義務を履行 しなかった者の提出した入札書は無効とする。

② 入 札書を受領 した場合であつて、当該資格審査が開札 日時までに終了しないとき又

は資格を有すると認められなかったときは、当該入札書は無効とする。

(4)入札の延期等

入札者が相連合 し又は不穏の拳動をする等の場合であって、競争入札を公正に執行す

ることができない状態にあると認められるときは、当該入札を延期 し、又はこれを取 り

止めることがある。

(5)代理人による入札

① 代 理人が電子入札システムにより入札する場合には、当該システムで定める委任の

手続きを終了しておかなければならない。技術資料等の提出等をシステム上において

行 う場合には、当初の手続きをする時点までに委任の手続きを完了させておくこと。

なお、電子入札においては、復代理人による応札は認めない。

② 代 理人が紙により入札する場合には、入札書に競争参加者の氏名、名称又は商号、

代理人であることの表示及び当該代理人の氏名を記入 して押印 (外国人の署名を含

む。)を しておくとともに、開札時までに別紙2の様式による代理委任状を提出しなけ

ればならない。

③ 入 札者又はその代理人は、本件調達に係る入札について他の入札者の代理人を兼ね

ることができない。
5 開 本L

(1)開札の日時及び場所

平成23年3月23日 (水)14時 00分

国立障害者 リハビリテーションセンター自立支援局別府重度障害者センター管理棟
2階 大会議室

(2)電子入札システムによる入札の場合

電子入札システムにより入札書を提出した場合には、立ち会いは不要であるが、入札

者又はその代理人は、開札時刻には端末の前で待機 しておくものとする。



(3)紙による入札の場合

① 開 札は、入札者又はその代理人を立ち会わせて行う。ただし、入札者又はその代理

人が立ち会わない場合は、入札事務に関係のない職員を立ち会わせて行う。

② 入 札者又はその代理人は、開札時刻後においては、開札場に入場することはできな
い 。

③ 入 札者又はその代理人は、分任支出負担行為担当官が特にやむを得ない事情がある

と認めた場合のほか、開札場を退場することができない。

(4)再 度入札の取扱い

開札をした場合において、入札者又はその代理人の入札のうち予定価格の制限に達し

た価格の入札がないときは、再度の入札を行 う。なお、電子入札システムにおいては、

再入札通知書に示す時刻までに再度の入札を行 うものとする。

6 そ の他

(1)契 約手続きに使用する言語及び通貨  日 本語及び日本国通貨

(2)入 札者に要求される事項

この一般競争に参加を希望する者は、別紙4に定める書類を3月8日 (火)17時 00分まで

に提出しなければならない。また、開札日の前 日までの間において、分任支出負担行為

担当官から当該書類に関し説明を求められた場合には、これに応 じなければならない。

(3)落 札者の決定方法

最低価格落札方式とする。

① 本 入札説明書4(1)又 は(2)に従い書類 ・資料を添付 して入札書を提出した入札者で

あつて、本入札説明書 3の 競争参加資格及び仕様書の要求要件をすべて満たし、当該

入札者の入札価格が予算決算及び会計令第79条の規定に基づいて作成された予定価格
の制限の範囲内であり、かつ、最低価格をもつて有効な入札を行つた者を落札者とす

る。

② 最 低価格の入札者となつた場合でも、当該契約の内容に適合した履行がされないお

それがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序

を乱すおそれがあって著しく不適当であると認められるときは、予定価格の制限の範

囲内の価格をもつて申し込みをした他の者のうち、最低の価格をもつて申し込みをし

た者を落札者とする。

③ 落 札者 となるべき者が二人以上あるときは、直ちに当該入札者にくじを引かせ、落

札者を決定するものとする。また、入札者又はその代理人が直接くじを引くことがで

きないときは、入札執行事務に関係ない職員がこれに代わつてくじを引き落札者を決

定するものとする。

④ 落 札者が決定したときは、入札者にその氏名 (法人の場合にはその名称)及 び金額

を口頭及び電子入札システムの開札結果の通知書により通知するものとする。

(4)契 約書の作成

① 競 争入札を執行 し、契約の相手方を決定したときは、遅滞なく契約書を取 り交わす

ものとする。

② 契 約書を作成する場合において、契約の相手方が遠隔地にあるときは、まず、その

者が契約書に記名押印し、更に分任支出負担行為担当官が当該契約書の送付を受けて

これに記名押印するものとする。

③ 上 記②の場合において分任支出負担行為担当官が記名押印したときは、当該契約書
の1通を契約の相手方に送付するものとする。

④ 分 任支出負担行為担当官が契約の相手方とともに契約書に記名押印しなければ、本

契約は確定しないく)のとする。

(5)支 払条件



契約書に定めるとお り、業務の履行が行われた後、適法な支払請求書を受理 した 日か

ら、30日以内に契約金額を支払 うものとする。また、各月の請求については、国立障害

者 リハ ビリテーションセンターの指示に基づき料金を国立障害者 リハ ビリテーションセ

ンター 自立支援局別府重度障害者センター及び国立障害者 リハ ビリテーションセンター

自立支援局別府重度障害者センター私用分に 2分 割の うえ支払請求書を作成すること。

(6)障 害発生時及び電子入札システム操作等の問い合わせ先は下記のとお りとする。
・ ヘルプデスク 03-5437-0732
・  ホ ームページ  http://www.ebid.mhlw.go.jp/

ただ し、申請書類、応札の締め切 り時間が切迫 しているなど緊急を要する場合には、

4(2)②の入札書の提出場所に連絡すること。

(7)納入時の留意事項

契約締結者は、納入作業に伴い次の各号を厳守しなければならない。

① 通 路をふさいで作業を行 うときは、迂回路を確保 したうえ、誘導員を配置すること。

② 納 入作業に伴 う工具 ・機材等は通路上には置かないこと。やむを得ず置く場合は、

誘導員を配置すること。

③ 移 動する際は、右側通行とすること。

④ 納 入作業関係車両は指定された場所に駐車し、8に 記載された職員に登録番号及び

車種名を書面により報告すること。

7 質 問に関する事項

この一般競争入札に参加 しようとする者は、入札説明書、仕様書、契約書案 (別紙6)及

び添付書類等を熟覧のうえ入札しなければならない。この場合において、当該説明書等に

ついて疑義がある場合は、下記の方法にて問い合わせること。ただし、入札後仕様等につ

いて不知又は不明を理由として異議を申し立てることはできない。

質問方法  別 紙8を用いて電子メール又はFAXに て提出すること。

提出期限  平 成23年3月8日 (火)17時 00分

提出場所  8に 同じ

8 本 件調達に関しての照会先

〒 87牛0904 大 分県別府市南荘園町 2組

国立障害者 リハビリテーションセンター自立支援局別府重度障害者センター

庶務課 佐 藤美紀
TEL 0977-21-0181

FAX 0977-21-2794

電子メー,レアト
ヾ
レス sato_m2@beppu一 nrh.gojp



金

朋j洛氏1-1

入   札 圭
日

件 名 :国立障害者 リハ ビリテーションセンター自立支援局別府重度障害者センター

で使用する電力の供給

(平成23年3月23日開札)

上記のとお り、入札説明書及び仕様書等を承諾のうえ入札 します。

平成  年   月   日

住    所

商号又は名称

代  表  者

分任支出負担行為担当官

国立障害者 リハビリテーションセンター自立支援局

別府重度障害者センター庶務課長 殿

円

F日



金

【記載例】

局lj)御tl-1

入   札   書

件 名 :国立障害者 リハ ビリテーションセンター自立支援局別府重度障害者センター

で使用する電力の供給

(平成23年3月23日開札)

上記のとお り、入札説明書及び仕様書等を承諾のうえ入札 します。

平成  年   月   日   記 載年月日

住      テ 方  契 約相手方 (本社等)の 住所

商号又は名称 業者名

代  表  者  一 番札 ・… 契約相手方 (代表者)氏 名  印

二番札以降 ・・・委任状の者

分任支出負担行為担当官

国立障害者 リハビリテーションセンター自立支援局

別府重度障害者センター庶務課長 殿

円
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別紙2

任   状

(住所)

私は、 (氏名) 印 を 代理人 と定め下記事項の

入札及び見積 りに関する一切の権限を委任 します。

(委任事項) 国 立障害者 リハ ビリテーションセンター自立支援局別府重度障害者

センターで使用する電力の供給

平成  年   月   日

住    所

商号又は名称

代  表  者

分任支出負担行為担当官

国立障害者 リハビリテーションセンター自立支援局

別府重度障害者センター庶務課長 殿

記

岳日



【記載例】

別紙2

※ 資格通知書の写しが本社になっている場合は 【本社→支店 (営業所)】 と

【支店 (営業所)→ 担当者】の2枚の委任状が必要になります。

任   状

(住所)__会 _社  の  住  所

私は、 (氏名)               を 代理人 と定め下記事項の

入札及び見積 りに関する一切の権限を委任 します。

(委任事項) 国 立障害者 リハビリテーションセンター自立支援局別府重度障害者

センターで使用する電力の供給

平成  年   月   日  記 載年月日

住      阿 千 契 約相手方 (本社等)の 住所

商 号 又 は 名 称  契 約相手方の業者名

代  表  者  契 約相手方 (代表者)氏 名  印

分任支出負担行為担当官

国立障害者 リハビリテーションセンター自立支援局

別府重度障害者センター庶務課長 殿

記



丹|!糸氏3-1

平成  年   月   日

分任支出負担行為担当官

国立障害者 リハビリテーションセンター自立支援局

別府重度障害者センター庶務課長 殿

住    所

商号又は名称

代 表 者 氏 名

電子入札条件の紙入札方式での参加について

貴センター発注の下記入札条件について、電子入札システムを利用 して入札に参加

できないので、紙入札方式での参加をいた します。

1 入 札条件名

国立障害者 リノ、ビリテーションセンター 自立支援局別府重度障害者センターで

使用する電力の供給

2 電 子入札システムでの参加ができない理 由

日
ＩＪ

百
卜

記



【記載例】

局噂糸氏3-1

平成  年   月   日

記載年月 日

分任支出負担行為担当官

国立障害者 リハビリテーションセンター自立支援局

別府重度障害者センター庶務課長 殿

住    所

商号又は名称

代 表 者 氏 名

電子入札条件の紙入札方式での参加について

貴センター発注の下記入札案件について、電子入札システムを利用 して入札に参加

できないので、紙入札方式での参加をいたします。

1 入 札案件名

国立障害者 リハ ビリテーションセンター 自立支援局別府重度障害者センターで使

用する電力の供給

2 電 子入札システムでの参加ができない理由

(例)ICカ ー ドの取得が間に合わないため

ロ
ド

ｒ
卜

記



資格審査登録番号 10桁 の数字

企業名称

企業郵便番号

企業住所

代表者氏名

代表者役職 (例)社 長

代表者電話番号

代表者 FAX番 号

連絡先名称 (例)営 業部

連絡先氏名

連絡先郵便番号

連絡先住所

連絡先電話番号

連絡先 FAX番 号

連絡先メ司レアト
ヾ
レス

局lj糸氏3-2

紙入札業者登録用紙

※代表者 と連絡先が同じ場合は、連絡先の欄は 「同上」でかまいません



競 争 参加 資格 確 認 関係 書類

1 資 格審査結果通知書 (全省庁統一資格)の 写

2 そ の他参考資料

会社履歴書又はこれに類する書類

3 電 気事業法 (昭和39年7月11日法律第170号)第 16条の2第1項の規定に基づき特

定電気事業者 としての届出を行っていることを証する書類 (ただし同法第3条第

1項の規定に基づき一般電気事業者 としての許可を得ている者については必要

ない)

4 別 紙5-1の適合証明書

5 提 出部数 各 1部

丹可糸氏4



丹可糸氏5-1

適 合 証 明 書

平成  年   月   日

住   所

会 社  名

代表者氏名

下記のとお り相違ないことを証明 します。

項 目 譲渡予定量 点教

④
グリーン電力証書の調達者への譲渡予定量 (予定使

用電力量の割合)

①～④の合計点数

2.平 成21年度において、 「電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法 (平

成14年法律第62号)」 (RPS法 )の 第8条第1項の勧告を受けていないこと。

適 ・否

1口 平成21年度の状況

項 目 自社の基準値 点数

①
平成 21年度 l kWh当た りの二酸化炭素排出係数

(単位 :kg一C02/kWh)

② 平成 21年 度の未利用エネルギー活用状況

③ 平成 21年 度の新エネルギー導入状況

注 1

注 2

注 3

1の 「自社の基準値」、 「譲渡予定量」及び 「点教」には、別紙卜2により算出 した値を記載すること。

1の合計点数が70点以上であって、かつ、 2に 「適Jと 記載 した者を本条件の入札適合者 とする。

1の 条件を満たす ことを示す書類を添付することぅ



局ll糸氏5-2

適合証明書に関する得点表

別紙5-l①～④の4項目に係る数値を以下の表に当てはめた場合の点数の合計が70点以上で

あること。

(注)各 用語の定義は、別紙5-3「各用語の定義」を参照。

※財団法人 日本エネルギー経済研究所グリーンエネルギー認証センターの認証に係 るグリー

ン電力証書に限る。

要素 区分 得′点

①平成21年度lkWh当たりの二酸化炭素排出係数

(単位 :kg一C02/kWh)

0。350未満 70

0。350以上  0.375未 満 65

0。375以上  0。 400未満 60

0,400以上  0.425未 満 55

0.425以上  0.450未 満 50

0.450以上  0.475未 満 45

0.475以上  0.500未 満 40

0.500以上  0.525未 満 35

0.525以上  0.550未 満 30

0,550以上 ０
る

②平成21年度の未利用エネルギー活用状況

1.35%以上 15

0.675%以上1.35%未満 10

0%超 0,675%未 満 5

活用 していない 0

③平成21年度の新エネルギー導入状況
1.0倍以上 15

0.8倍以上 1.0倍 未満

④グリーン電力証書 (※)の調達者への譲渡予定量

(予定使用電力量の害1合)

5,00% 10

2.50% 5

活用 しない 0



局ll糸氏5-3

別紙5-2の 「各用語の定義」

用語 定義

①平成21年度lkWh

当たりの二酸化炭

素排出係数

「平成21年度lkWh当たりの二酸化炭素排出係数」は、次のいずれかの数値とする。
1.地 球温暖化対策推進法に基づき、環境大臣及び経済産業大臣により公表されている

平成21年度の二酸化炭素排出係数。
2.上 記 1の係数が無い場合、各電気事業者がHPで公表している全電源平均の平成21年

度の係数。

②平成21年度の未

利用エネルギー活

用状況

未利用エネルギーの有効活用の観点から、平成20年度における未利用エネルギーの活用

比率を使用する。算出方法は、以下のとお り。

平成20年度σ)末利 サilエネル ギー に 【るイこ1と,ヒカ社 (kドh)を 平成 19年度 θ)供給電 力 :よ(常要端 )(k‖ h)で 除 した教lllh

(算定 方式)

平成20年度の木利 用エ ネルギーに (上るた1.こitこ力性

平成2 0 年' 質の 末和| ナ| | エネルギー活ナ| ! 状わじ ( γ) ) =

平成20年度σ)供給電 力 阜【(lii要端 )

未利用エネルギーによる発電を行 う際に、他の化石燃料等の未利用エネルギーに該当し

ないものと混燃する場合は、以下の方法により未利用エネルギーによる発電量を算出す

る。

① 未 利用エネルギー及び未利用エネルギーに該当しない化石燃料等の双方の実測に

よる燃焼時の熱量が判明する場合は、発電電力量を熱量により核分する。

② 未 利用エネルギーの実測による燃焼時の熱量が判明しない場合は、未利用エネルギ
ーに該当しない化石燃料等の燃焼時の熱量と、当該発電機の効率から未利用エネルギーに

該当しない化石燃料等の燃焼に伴う発電量を算出し、当該数値を全体の発電量から除いた

分を未利用エネルギーによる発電量とする。

未利用エネルギーとは、発電に利用した次に掲げるエネルギー (他社電力購入に係る活

用分を含む。ただし、一般電気事業者からの購入電力に含まれる未利用エネルギー活用分
については、趣旨から考慮し含まない。)を いう。

① 工 場等の廃熱又は排圧

② 廃 棄物の燃焼に伴い発生する熱 (PRS法で定める新エネルギーに該当するものを除

く。)

③ 高 炉ガス又は副生ガス

③平成21年度の新
エネルギー導入状
況

化石燃料に代わる新エネルギー導入促進の観点から、平成21年度における新エネルギー

の利用量を使用する。算出方法は、以下のとおり。

新エネルギーの導入状況とは、以下の項目を算定方式に示す方法により算出した教値を
いう (単位は全てkWh)。

① 平 成21年度自社施設で発生したRPS法で定める新エネルギー等電気の利用量 (以下、
「新エネ利用量」という。)

② 平 成21年度他社より購入した新エネ利用量及び新エネルギー電気相当量 (RPS法施
工規貝J第1条第2項に定めるものをいう。以下、 「新エネ相当量」という。)

③ 平 成21年度他社に販売した新エネ相当量及び新エネ相当量

④ 平 成20年度からバンキングした新エネ相当量

⑤ 平 成22年度にバンキングした新エネ相当量

⑥ 資 源エネルギー庁が発表したRPS法第4条及び附則第3条に定める方式により算出し

た平成21年度の当該電気事業者の基準利用量

( 算| | | ケ式 )

1 1 1 +セⅢI〕イ1 1  3
｀
14 1戒蟹)イli度ジ)ll lエネル キ ー i中人|ナ〔わせ = ―

―  ― ―― ―一一一 一―



別紙 6

国立障害者 リハ ビリテーションセンター自立支援局別府重度障害者センターで使用する電力

の供給契約書 (案)

発注者 分 任支出負担行為担当官国立障害者 リハ ビリテーションセンター 自立支援局別

府重度障害者センター庶務課長 鬼 塚 剛 博 (以下 「甲」とい う。)は 、受注者 ○ ○ (以

下 「乙」 とい う。)と 国立障害者 リハ ビリテーションセンター自立支援局別府重度障害者

センターで使用する電力に関 し、次の条項により供給契約を締結する。

(契約の目的)

第 1条  乙 は、別紙仕様書に基づき甲の国立障害者 リハ ビリテーションセンター 自立支援局

別府重度障害者センターで使用する電力を需要に応 じて供給 し、甲は乙にその対価を支払

うものとする。

(契約金額)

第 2条  契 約金額は次のとお りとする。ただ し、以下の金額には消費税額及び地方消費税額

を含まないものとする。

基本料金単価 (単位 :キロワット・月)

常時電力基本料金単価 円 銭

予備電力基本料金単価 円 銭

電力量料金単価 (単位 :キリット時)

ピー ク時間 円 銭

夏季昼間時間 円 銭

その他季昼間時間 円 銭

夜間時間 円 銭

2 消 費税額及び地方消費税額は、消費税法第 28条 第 1項 及び第 29項 並びに地方税法第
72条 の 82及 び第 72条 の 83の 規定に基づき算出する額である。

3 乙 の発電費用等の変動により契約の改定を必要 とするときは、別途定めるところにより

価格を改定できる。

(契約保証金)

第 3条  甲 は、本契約に係る乙が納付すべき契約保証金を全額免除する。

(契約期間)

第 4条  契 約期間は、平成 23年 6月 1日 から平成 24年 3月 31日 までとする。

(権利義務の譲渡)

第 5条  乙 は、甲の承認を得ないでこの契約の履行を他に承継せ しめ、又はこの契約によつ

て生ずる権利を第二者に譲渡 し、若 しくは担保に供 してはならない。ただ し、売掛債権担

保融資保証制度に基づく融資を受けるに当り信用保証協会及び中小企業信用保険法施行令

(昭和 25年 政令第 350号 )第 1条 の 2に 規定する金融機関 (注)に 対 し債権を譲渡す

る場合は、その限 りでない。



2 乙 は、前項ただ し書きの規定による債権譲渡をすることとなったときは、速やかにその

旨を書面により甲に届け出なければならない。

(注)中 小企業信用保険法施行令第 1条 の 2に 規定する金融機関

①銀行、②信用金庫及び信用金庫連合会、③労働金庫及び労働金庫連合会、④信用協同組合

及び信用協同組合連合会、⑤農業協同組合及び農業協同組合連合会、⑥漁業協同組合及び漁

業協同組合連合会、②農林中央金庫、③商工組合中央金庫、③国際協力銀行、① 日本政策投

資銀行、①国民生活金融公庫、②中小企業金融公庫、①沖縄振興開発金融公庫、④保険会社

(使用電力量の増減)

第 6条  甲 の使用電力量は、都合により予定電力量を上回り、又は下回ることができる。

(接続供給契約により生じる債務の負担)

第 7条  乙 が九州電力株式会社と締結する接続供給契約によって電気の供給を行 う場合、当

該接続供給契約によつて生じる料金その他の金銭債務 (甲に起因して生じる金銭債務を除

く)は 、乙が負担するものとする。

(契約電力の変更)

第 8条  契 約電力を変更する必要があるときは、甲乙協議の上変更するものとする。
2 甲 が前項の規定によらず契約電力を超過 した場合は、契約超過金の支払いについて甲乙

協議を行い、契約超過金の支払いが適当であると認められたときは、甲は当該協議におい

て決定された金額を契約超過金として乙に支払 うものとする。

(計量及び検査)

第 9条  計 量日は原則として毎月 1日 とし、乙は計量 日に記録された値の読みにより使用電

力量等を算定し、甲の指定する職員の検査を受けなければならない。

(料金の算定期間)

第 10条  料 金の算定期間は前月の計量日から当月の計量日の前日までの期間とする。

(料金の支払及び遅延利″目、)

第 11条  乙 は第 9条 に定めた検査終了後、契約電力 (常時電力)に 第 2条 に定める契約金

額 (常時電力基本料金単価)を 乗じて得た金額及び契約電力 (予備電力)に 第 2条 に定め

る契約金額 (予備電力基本料金単価)を 乗 じて得た金額の合計金額 (以下 「基本料金」と

い う。)に 当該月における使用電力量に第 2条 に定める契約金額 (電力量料金単価)を 乗

じて得た金額を加算 した額から第 12条 に定める蓄熱割引額を減 じた金額 (当該金額に円

未満の端数が生じた場合はこれを切 り捨てた金額とする。)に 消費税額及び地方消費税額

(当該金額に円未満の端数が生じた場合はこれを切 り捨てた金額 とする。)を 加算した額

を、 1月 毎に甲に請求するものとし、甲は乙から適法な支払請求書を受理 した日から30

日 (以下 「約定期間」という。)以 内に支払わなければならないものとする。
2 甲 は自己の責に帰すべき事由により前項の約定期間内に料金を支払わなかつた場合には、

遅延利フ電、として、約定期間満了の日の翌 日から支払をする日までの日数に応 じ、当該未払

金額に対し年 3,3%を 乗じて算出した遅延利息を乙に支払 うものとする。ただし、その

金額に 1円未満の端数が生 じた場合はこれを切 り捨てるものとする。

(蓄熱割引額)

第 12条  蓄 熱運転により昼間時間から夜間時間への負荷移行が可能な電力量に対 して蓄熱



割引を行 う場合は、 【落札者が提示 した割引算式により算定する。】

(機密の保持)

第 13条  甲 及び乙は、この契約の履行に際 し、業務上知 り得た事項を第二者に漏 らしては

ならない。本契約の履行を終了の後 も同様 とする。ただ し、甲及び乙の業務運営上特に必

要な場合は、この限 りではない。

(契約の解除)

第 14条  次 の各号の一に該当するときは、本契約の全部又は一
部を解除することができる。

一 乙 が天災その他不可抗力の原因によらないで、電力の供給をする見込みがないと甲乙

の協議により認めたとき。

二 本 契約に関 し、乙又はその使用人等に不正の行為があつたとき。

三 前 各号に定めるもののほか、乙が本契約条項に違反 したとき。

(違約金)

第 15条  乙 の責に帰すべき事由により本契約が解除された場合は、乙は、当該 日から契約

期間満了の 日までに係 る予定使用電力量に第 2条 に定める契約金額 (電力量料金単価)を

乗 じて得た額から契約期間満了の 日までに係 る第 12条 に定める蓄熱割引額を減 じた額に

第 11条 に定める基本料金を加算 した額の 10分 の 1に 相当する額を違約金 として甲の指

定する期間内に支払わなければならない。

(損害賠償)

第 16条  乙 は、業務の実施に当た り、甲に損害を与えたときは、甲に対 しそれによって生

じる一
切の損害を賠償するものとする。但 し、その損害の発生が乙の責に帰さない事由に

よると認められる場合においては、この限 りではない。

2 甲 は、契約の解除及び違約金の徴収をしてもなお損害賠償の請求をすることができる。

(協議事項)

第 17条  こ の契約に定めのない事項、その他疑義を生 じた事項については、必要に応 じて

甲乙協議 して定めるものとする。

(合意管轄)

第 18条  本 契約に関する訴えの管轄は、甲の国立障害者 リハ ビリテーションセンター 自立

支援局別府重度障害者センター所在地を管轄区域 とする大分地方裁判所 とする。

(特約条項)

第 19条  甲 及び乙は、この契約のほか、次の各号に定める特約条項を締結する。

(1)談 合等の不正行為に係 る解除

(2)談 合等の不正行為に係 る違約金

(3)違 約金に関する遅延利″自、

2 前 項各号に規定する特約条項は、別添 1に 定めるとお りとする。



この契約の締結を証するため、この証書 2通 を作成 し、双方記名押印の うえ、各 自1通 を

保有するものとする。

平成  年   月    日

発注者 (甲)  大 分県別府市南荘園町 2組

分任支出負担行為担当官

国立障害者 リハ ビリテーションセンター

自立支援局別府重度障害者センター

庶務課長 鬼 塚 岡1博

受注者 (乙)



別添1

談合等の不正行為に関する特約条項

発注者 分 任支出負担行為担当官国立障害者 リハ ビリテーションセンター 自立支援局別府

重度障害者センター庶務課長 鬼 塚 岡J博 (以下 「甲」 とい う。)及 び受注者

(以下 「乙」 とい う。)が 平成  年  月   日 付で締結 した 「国立障害者 リハ ビリテーショ

ンセンター自立支援局別府重度障害者センターで使用する電力の供給」契約 (以下 「本契約」

とい う。)に ついて、談合等の不正行為に関 し、次の特約条項の締結を行 うものとする。

(談合等の不正行為に係る解除)

第 1条  甲 は、本契約に関 して、次の各号の一に該当するときは、本契約の全部又は 一 部

を解除することができる。
一 公 正取引委員会が、乙又は乙の代理人 (乙又は乙の代理人が法人の場合にあつては、

その役員又は使用人。以下同じ。)に 対 し、私的独 占の禁止及び公正取引の確保に関す

る法律 (昭和 22年 法律第 54号 。以下 「独占禁止法」 とい う。)第 7条 又は同法第 8

条の 2(同 法第 8条 第 1項 第 1号 若 しくは第 2号 に該当する行為の場合に限る。)の 規

定による排除措置命令を行つたとき、同法第 7条 の 2第 1項 (同法第 8条 の 3に おいて

読み替えて準用する場合を含む。)の 規定による課徴金の納付命令を行ったとき、又は

同法第 7条 の 2第 13項 若 しくは第 16項 の規定による課徴金の納付を命 じない旨の通

知を行つたとき。

二 乙 又は乙の代理人が刑法 (明治 40年 法律第 45号 )第 96条 の 3若 しくは同法第 1

98条 又は独 占禁止法第 89条 第 1項 の規定による刑の容疑により公訴を提起されたと

き (乙の役員又はその使用人が当該公訴を提起されたときを含む。)。

2 乙 は、本契約に関 して、乙又は乙の代理人が独 占禁止法第 7条 の 2第 13項 又は 第 1

6項 の規定による通知を受けた場合には、速やかに、当該通知文書の写 しを甲に提出 しな

ければならない。

(談合等の不正行為に係る違約金)

第 2条  乙 は、本契約に関 し、次の各号の一に該当するときは、甲が本契約の全部又は一部

を解除するか否かにかかわらず、違約金 (損害賠償金の予定)と して、甲の請求に基づき、

請負 (契約)金 額 (本契約締結後、請負 (契約)金 額の変更があつた場合には、変更後の

請負 (契約)金 額)の 100分 の 10に 相当する額を甲が指定する期 日までに支払わなけ

ればならない。
一 公 正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対 し、独 占禁止法第 7条 又は同法第 8条 の 2

(同法第 8条 第 1項 第 1号若 しくは第 2号 に該当する行為の場合に限る。)の 規定によ

る排除措置命令を行い、当該排除措置命令又は同法第 66条 第 4項 の規定による当該排

除措置命令の全部を取 り消す審決が確定 したとき。
二 公 正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対 し、独占禁止法第 7条 の 2第 1項 (同法第

8条 の 3に おいて読み替えて準用する場合を含む。)の 規定による課徴金の納付命令を

行い、当該納付命令又は同法第 66条 第 4項 の規定による当該納付命令の全部を取 り消

す審決が確定 したとき。

三 公 正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対 し、独 占禁止法第 7条 の 2第 13項 又は第

16項 の規定による課徴金の納付を命 じない旨の通知を行つたとき。

四 乙 又は乙の代理人が刑法第 96条 の 3若 しくは同法第 198条 又は独 占禁止法第 89

条第 1項 の規定による刑が確定 したとき。
2 乙 は、契約の履行を理由として、前各項の違約金を免れることができない。



3 第 1項 の規定は、甲に生 じた実際の損害の額が違約金の額を超過する場合において、甲

がその超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。

(違約金に関する遅延利″自、)

第 3条  乙 が前条に規定する違約金を甲の指定する期 日までに支払わないときは、乙は、当

該期 日を経過 した 日から支払をする日までの 日数に応 じ、年 5パ ーセン トの害1合で計算 し

た額の遅延利息を甲に支払わなければならない。

この契約の証 として本書 2通 を作成 し、当事者記名押印の上、各自1通 を保有する。

平成  年  月  日

発注者 (甲)  大 分県別府市南荘園町 2組

分任支出負担行為担当官

国立障害者 リハ ビリテーションセンター

自立支援局別府重度障害者センター

庶務課長  鬼 塚 剛 博

受注者 (乙)



別紙7

(注)
・ピー ク時間 ・・・・・・・・・・・平成23年7月1日から平成23年9月30日までの期間における、毎 日午後1時

から午後4日寺までの時間。ただ し、下記の休 日等に定める日の該当する時

間を除 く。

・夏季昼間時間 ・・・・・・・・ 平 成23年7月1日か ら平成23年9月30日までの期間における、毎 日午前8時

か ら午後10時までの時間。ただ し、 ピーク時間及び下記の休 日等に定め

る日の該当する時間を除 く。

。その他季昼間時間 ・・・。   平 成23年6月1日から平成23年6月30日及び平成23年10月1日から平成24年3

月31日までの期間における、毎 日午前8時から午後10時までの時間。ただ

し、下記の休 日等に定める日の該当する時間を除 く。

・夜問時間 ・・・・・・・・・・・ ヒ
°― ク時間、夏季昼間時間及びその他季昼間時間以外の時間。

・休 日等 ・・・・・・・・・・・・・日曜 日、 「国民の祝 日に関する法律」に規定する休 日、平成23年12月29

日、 12月 30日、 平 序を24年■月3日。

月別予定使用電力量 (平成23年6月～平成24年3月)

総使用電力

里

(kWh)

ピー ク時間

(kWh)

夏季昼間時

間

(kWh)

その他季昼

間時間

(kWh)

夜間時間

(kWh)

蓄熱電力量

(kWh)

(再掲)

平成23年 6月 58,710 38,472 20,238 2,021

7月 85,812 13,218 41,730 30,864 6,941

8月 104,940 15,690 50,382 38,868 11,460

9月 83,760 11,982 39,162 32,616 6,847

10月 55,842 34,254 21,588 1,303

11月 67,332 40,158 2,872

12月 86,556 52,188 34,368 4,812

平成24年 1月 97,584 57,108 40,476 5,526

2月 84,036 53,400 30,636 4,530

3月 85,524 56,478 29,046 3,395

合計 810,096 40,890 131,274 332,058 305,874 49,707



別紙8

国立障害者 リハ ビリテーションセンター 自立支援局別府重度障害者センター

で使用する電力の供給契約に係る質問書

業 者 名

担当者名

電話番号 FAX番 号

質 問 事 項



【記入例】
別紙8

国立障害者 リハビリテーションセンター自立支援局別府重度障害者センター

で使用する電力の供給契約に係る質問善

業 者 名

担当者名

電話番号 FAX番 号

質 問 事 項

1 入 札説明書の 6(2)     (○ ○ページ)
「・・・・・・・・・ ・ ・ ・ ・ ・ ・」について

[質問内容]

O① O① ①① ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

2 入 札仕様書の別紙1の(3)  (① ①ページ)
「・・ ・ ・・・ ・ ・ ・ ・ ・ ・・・・」について

[質問内容]

O① O① ①① ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・



別 添

様

1 概 要

(1)需 要場所 国立障害者 リハ ビリテーションセンター

自立支援局別府重度障害者センター

大分県別府市南荘園町 2組

(2)業 種および用途  官 公署 (国立更生援護機関)

2 仕 様

(1)供 給電気方式、供給電圧 (標準電圧)、 計量電圧 (標準電圧)、 標準周波数、電気方

式および蓄熱式負荷設備の有無

① 供 給電気方式 交流3相3線式

② 供 給電圧 (標準電圧) 6,000V

③ 計量電圧 (標準電圧) 6,000V

④ 標準周波数 60Hz

⑤ 受電設備の総容量 555kVA

⑥ コンデンサ取付容量 50kVA

⑦ 受 電方式 1回線受電

③ 蓄 熱式負荷設備の有無   有
・ (株)日 立空調システム製 氷 蓄熱パ ッケージエアコン 5台

(RAS―」280FSHT2+RT一J280TW)
。 (株)日 立空調システム製 氷 蓄熱パ ッケージエアコン 2台

(RAS―」355FSHT2+RT―J450TW)

(2)契 約電力および予定使用電力量

① 契 約電力  常 時電力 288kW

(供給開始後の契約電力は、その 1月 の最大需要電力と前 11月 の最大需要電力の

いずれか大きい値により決定する。ただ し、最大需要電力が、 5 0 0kW以上 とな

る場合は、甲乙協議の うえ、契約電力を決定する。)

② 予 定使用電力量  810,096kWh

(月別の予定使用電力量は、別紙7のとお り)

(3)契 約期間

自 平 成23年6月1日午前0時  至  平 成24年3月31日午後12時

(4)電 力量等の検針

自動検針装置     範

電力会社の検針方法 目視記録

(5)需 給地点

需要場所における国立障害者 リハ ビリテーションセンター自立支援局別府重度障害者

センターの構内 1号 柱に設置 した区分開閉器の電源側接続点

(6)計 量地点

需要場所における国立障害者 リハ ビリテーションセンター 自立支援局別府重度障害者

センターの施設 した構内 1号 柱

(7)保 安上の責任分界点

圭
日



需給地ン点に同じ

(8)電 気工作物の財産分界点

需給地点に同じ。ただ し、計量地点に設置 した計量装置は九州地区の一般電気事業者

の所有 とする。

3 そ の他

(1)フ リッカ発生機器等電気の質に影響を与えるような負荷設備は特に有 していない。

(2)非 常用 自家発電設備 (150kVA)を1台有 している。

(3)各月の電気料金の算定方法は、力率は、実沢1値によるものとし、基本料金について力率

割引または割増 しを行 う場合および電気量料金について燃料費調整を行 う場合には、九州管

内の一般電気事業者が特定規模需要に対して定める標準供給条件に依るものとし、これに依

りがたい場合は協議する。なお、入札価格の算定にあたつては、力率は100パーセン トとし、

燃料費調整及び太陽光発電促進付加金は考慮しないこと。

(4)自 動制御装置等によリピーク時に集中放電を行 う蓄熱空調システムについては、期間

[4月 ～ 3月 (13時 ～ 16時 )]に おいて、調整運転を行 う。

(5)こ の仕様書に定めのない供給条件については、九州管内の一般電気事業者が特定規模

需要に対 して定める標準供給条件等をもとに協議するものとする。

(6)電 力供給における料金その他を計算する場合の単位及びその端数処理は次のとお りと

する。

① 契 約電力及び最大需要電力の単位は、lkWとし、その端数は、小数点以下第1位で四

捨五入する。

② 使 用電力量の単位は、lkWhとし、その端数は、小数点以下第1位で四捨五入する。

③ 料 金その他の計算における合計金額の単位は、1円とし、その端数は、小数点以下を

切り捨てる。

④ 消 費税額及び地方消費税額の単位は、1円とし、その端数は、小数点以下を切り捨て

る。


